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積立火災保険にセットできる主な特約（オプション）

（注）支払保険金は、事故状況、契約内容によって
　　 異なります。

〈損保ジャパン 平成20～21年度火災保険支払実績〉より
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保険用語の解説
保険契約者／契約者
保険会社に保険契約の申し込みをする方のことをいいます。保険契約が成立すると、
保険料の支払義務、通知義務等の保険契約に基づく義務を負うことになります。ま
た、満期返れい金を受け取る権利があります。

わからないコトバはここでチェ
ック！

保険金額
保険契約において保険の対象に対して設定する契約金額のことで、お支払いする保
険金の限度額となります。

再調達価額
損害が生じた地および時において保険の対象と同一の質、用途、規模、型、能力のも
のを再取得するのに要する額をいいます。

自己負担額
保険金をお支払いする事故が発生した場合に、契約者または被保険者が自己負担す
るものとして設定する金額をいいます。損害額から自己負担額を差し引いた額を保
険金としてお支払いします。

告知事項
危険（※）に関する重要な事項のうち、保険契約申込書の記載事項とすることによって
保険会社が契約前に告知を求めるものをいいます。たとえば、保険の対象の所在地
等が該当します。 （※）危険とは、損害の発生の可能性をいいます。

通知義務
ご契約以降に、告知事項の内容に変更が生じた場合に、保険契約者または被保険者
が保険会社に遅滞なく連絡しなければならない義務のことです。たとえば、住居を店
舗に改築した場合等が該当します。

保険年度
初年度については、保険期
間の初日から1年間、次年
度以降については、それぞ
れの保険期間の初日応当
日から1年間をいいます。

新価
保険の対象と同一の構造、質、用途、規模、型、能力のものを再築または再取得する
のに要する額をいいます。

時価額
再調達価額による評価額から、年数の経過による減価や使用による消耗分を差し引
いた額を基準にした評価額です。時価とは、保険の対象の新価から使用による消耗
および経過年数等に応じた減価額を控除した額をいいます。

保険金
保険契約により補償される事故によって損害が生じた場合に、保険会社が被保険者
にお支払いする金銭をいいます。

保険料
保険契約者が保険契約に基づいて保険会社に支払う金銭のことをいいます。保険契約の
申し込みをしても、払込方法が一時払の場合には一時払保険料領収前、一時払以外の
場合には第1回保険料領収前に生じた事故による損害は、補償はされません。 

協定再調達価額
建物について、保険の対象と同一の構造、質、用途、規模、型、能力のものを再築また
は再取得するのに要する額を基準として、損保ジャパンと保険契約者または被保険者
との間で評価し、協定した額で、保険証券に記載した額をいいます。

被保険者
補償を受けられる方のことをいいます。基本的には保険契約者と同一ですが、別の方
となる場合もあります。保険契約が成立すると、通知義務等の保険契約に基づく義務
を負うことになります。

保険の対象
保険をつける対象のことをいいます。建物、家財が該当します。これらは、それぞれ別
個に保険金額を設定してご契約をする必要があります。たとえば建物だけを契約した
場合、家財の補償は受けられません。

敷地内
同一の契約者または被保険者によって占有されている、保険の対象の所在する場所
およびこれに連続した土地のことをいいます。（塀等の囲いの有無を問いません。）ま
た、公道、河川等が介在していても敷地内は中断されることなく、これを連続した土
地とみなします。 

原則付帯されます。
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（注）１つの保険対象について、複数のご契約に分けてご加入いただく場合は、ご契約をまとめてご加入いただくよりも保険料の合計が高くなるこ
　　とがありますのでご注意ください。詳細は、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。



水まわり、かぎ開けでお困りの際に専門
業者を手配し、応急処置を行う駆けつけ
サービスです。
サービスをご利用の際は、お客さまの証券番号等で、
ご契約の確認をさせていただきます。

居住用建物内（専有・占有部分）の水
まわりトラブル時に、水漏れを止める
ための応急処置を無料で行います。

居住用建物（専有・占有部分（※））の玄関
かぎ紛失時など、一般的な住宅かぎの
開錠・破錠を無料で行います。
（※）専有・占有部分には、分譲マンション等

の各戸室の玄関ドアを含みます。

水漏れを止めたり紛失したかぎを開ける作業などの
応急処置費用（出張料および作業料）が無料です。た
だし、本修理や交換部品代など応急処置を超える修
理費用はお客さま負担（有料）となります。
サービスの対象は、保険の対象となる建物または保
険の対象となる家財を収容する建物のうち、被保険
者が専有・占有する居住部分にかぎります。
屋外やベランダの水道など同一敷地内の居住部分
以外で生じた詰まり、水漏れは本サービスの対象外
となります。
トラブルの原因が、地震・噴火またはこれらによる津
波、風災や水災などその他の自然災害、戦争、暴動およ
び故意による場合は、サービスの対象外となります。
トラブルの原因が、給排水管の凍結による場合は、
サービスの対象外となります。
住宅建物内のかぎ（住宅用金庫のかぎなど）の開錠
は、サービスの対象外となります。
上記サービスは、平成23年４月現在のものです。地
域によってはご利用できない場合やサービス内容が
予告なく変更される場合などがございますので、あ
らかじめご了承願います。
詳細は、ご契約のしおり記載の利用規約をご参照く
ださい。

水・かぎ レスキュー隊
～住まいのトラブルからお守りします～

・

・

・

・

・

・

・

・

※必ず事前にご連絡ください
0120-620-119

ロック つ まる 119番

サービスのご利用はこちらまで！
「水・かぎ レスキュー隊」専用デスク

24時間365日受付
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台風や集中
豪雨による
水災（床上
浸 水（※）等）
の損害を補
償します。

貴金属・宝石等を保険証券に明記し忘れた場合であっても保険期間を通じて１回の事故
にかぎり、これを保険の対象に含むものとします。この場合、損害の額が１個または１組ごとに
30万円を超えるときは、その損害の額を30万円とみなします。ただし、１回の事故につき、
300万円または、保険の対象である家財の保険金額のいずれか低い額を限度とします。

給排水設備の
事故や他人の
戸室で生じた
事故に伴う漏
水等による水
濡れ損害を補
償します。
（注）給排水設備自

体に生じた損
害を除きます。

（※）居住の用に供する部分の床（畳敷または板張等のものをいい、土間、たたきの類を除きます。）を超える浸水または地盤面（床面が地盤面より下にある
　　場合はその床面をいいます。）より45㎝を超える浸水をいいます。
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火災保険だけでは、地震・噴火または
これらにより発生した津波による損害は
補償されません。
地震保険にご加入されていないと、地震・噴火またはこれらによる津波（以下「地震
等」といいます。）を原因とする損壊・埋没・流失による損害だけでなく、地震等による
火災（延焼・拡大を含みます。）損害や、火災（発生原因を問いません。）が地震等に
よって延焼・拡大したことにより生じた損害についても補償の対象となりません。 

建物
住居のみに使用される建物および併用住宅をいいます。ただし、建物に損害がなく、
門、塀、垣のみに損害があった場合は、保険金のお支払いの対象とはなりません。

※２世帯以上が居住するアパート等の場合は、
世帯（戸室）数に５，０００万円を乗じた額を建物
の限度額とすることができます。また、マン
ション等の区分所有建物の場合は、各区分所
有者ごとに限度額が適用されます。

家財
居住用建物に収容されている家財
一式。ただし、以下の保険の対象に
含まれないものを除きます。

地震保険の保険の対象
保険の対象となるのは、以下の建物と家財です。

地震保険の保険金額の設定
保険金額の設定：建物・家財ごとに「ゆとほーむα」の保険金額の３０％～５０％の範囲内で設定します。
保険金額の限度額：保険の対象ごとに以下のとおりです。（地震保険に２契約以上加入されている場合は、保険金額を合算

して下記限度額を適用します。）

限度額の適用単位 限度額保険の対象

建 物
家 財

同一敷地内に所在し、かつ、同一被保険者の所有に属する建物

同一敷地内に所在し、かつ、同一被保険者の世帯に属する家財

保険の対象に含まれないもの

●通貨、有価証券、預貯金証書、印紙、切手その他これらに類するもの
●自動車（自動三輪車および自動二輪車を含み、総排気量が１２５ｃｃ以下の原動機付自転車を除きます。）
●１個（または１組）の価額が３０万円を超える貴金属、宝石や書画、彫刻物などの美術品（明記物件）
●稿本（本などの原稿）、設計書、図案、証書、帳簿その他これらに類するもの（明記物件）

家財であっても以下のものは補償の対象に含まれません。
（火災保険で保険の対象に含める場合であっても、地震保険では保険の対象に含まれません。）

5,000万円※

1,000万円

地震保険金のお支払いについて

地震保険の補償内容

保険金をお支払いできない主な場合

地震保険は、通常の火災保険とは異なり、実際の損害額を保険金としてお支払いするものではありません。損害の程度に
よって「全損」「半損」「一部損」の認定を行い、それぞれ地震保険金額の１００％・５０％・５％を定額でお支払いします。
損害の程度が「一部損」に至らない場合は、保険金は支払われません。なお、保険の対象が建物の場合、建物の主要構造部
（軸組・基礎・屋根・外壁等）の損害の程度を確認します。

※お支払いする保険金は、１回の地震等による損害保険会社全社の支払保険金総額が５兆５，０００億円を超える場合、算出された支払保険金総額に対する５兆５，０００億円
の割合によって削減されることがあります。（平成２３年４月現在）　※７２時間以内に生じた２以上の地震等はこれらを一括して１回とみなします。

地震に
よる火災

地震に
よる倒壊

地震を
原因と
する津波

お支払例

地震等を原因とする火災・損壊・埋没・流失によって、保険の
対象である建物または家財が損害を受けた場合に保険金を
お支払いします。

地震保険のお申し込み
地震保険だけではご契約できません。ゆとほーむαに付帯して地震保険をお申し込みください。また、地震保険は原則付帯
ですが、地震保険に加入されない場合は、保険契約申込書の「地震保険非付帯確認欄」または「地震保険ご確認欄」にご署
名またはご捺印ください。

地震保険の割引制度
地震保険は、建物の免震・耐震性能に応じた保険料の割引制度があります。割引の適用にあたっては、所定の確認資料の
ご提出が必要です。なお、下記の複数の割引が適用できる場合でも、いずれか１つの割引のみの適用となります。
詳しくは取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。

建物の損害認定に関する注意点
保険の対象が建物の場合、建物の主要構造部（軸組・基礎・屋根・外壁等）の損害の程度に応じて、「全損」
「半損」「一部損」を認定します。主要構造部に該当しない部分のみの損害は保険金のお支払対象となりません。
【例】 ●門、塀、垣のみに損害があった場合
　　 ●給湯器やソーラーパネルのみに損害があった場合

割引の適用条件 割引率割引の種類

免震建築物割引
耐震等級割引

住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく免震建築物である場合

住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）を有している場合

地方公共団体等による耐震診断または耐震改修の結果、改正建築基準法（昭和５６年６月１日施行）
における耐震基準を満たす場合耐震診断割引

30％

建築年割引 昭和５６年６月１日以降に新築された建物である場合 10％

10％

20％10％・ 30％・

50％以上

損害の状況 お支払いする
保険金建物

軸組・基礎・屋根・外壁等の損害額が

建物の時価額の

80％以上

家財の損害額が

家財全体の時価額の 100％
地震保険金額の

（時価額が限度）70％以上
焼失・流失した部分の床面積が

建物の延床面積の

家財

50％未満
軸組・基礎・屋根・外壁等の損害額が
建物の
時価額の

80％未満30％～

家財の損害額が

家財全体の時価額の 50％
地震保険金額の

（時価額の５0％が限度）70％未満
焼失・流失した部分の床面積が
建物の
延床面積の

20％未満
軸組・基礎・屋根・外壁等の損害額が
建物の
時価額の

または地盤面から
４５ｃｍを超える浸水

30％未満10％～

家財の損害額が

家財全体の時価額の 5％
地震保険金額の

（時価額の５％が限度）床上浸水

20％～

20％～

3％～
全損・半損に至らない建物が

全損

半損

一部損

※保険期間の途中から地震保険にご加入することもできます。詳しくは、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。

※地震保険の保険期間の開始日により適用できる割引が異なります。

（詳細は　　をご参照ください。）P10 4

損害の程度が「一部損」に至らない場合の注意点

ゆとほーむαに関する注意点
地震保険金が支払われる場合、ゆとほーむαでは、損害保険金だけでなく、各種費用保険金（残存物取片づけ費用など）も支払
われません。（地震火災費用保険金は、地震等による火災にかぎり、お支払いの対象となる場合があります。）

警戒宣言発令後の取扱いについて
大規模地震対策特別措置法に基づく警戒宣言が発令されたときは、その時から「地震保険に関する法律」に定める一定期間、東海
地震に係る地震防災対策強化地域内に所在する保険の対象（建物または家財）について、地震保険の新規契約および増額契約は
お引受けできません（同一物件・同一被保険者・保険金額が同額以下の更改契約は除きます。）のでご注意ください。

・地震等が発生した日の翌日から起算して１０日経過後に生じた損害
・保険の対象の紛失・盗難の場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など　

損害の程度が、上記損害認定の基準の「一部損」に至らない場合は、保険金は支払われません。
【例】 ●保険の対象が建物の場合で、瓦のみが割れた、内壁の一部にひびが入った場合などで上記「一部損」に至らない場合
　　 ●保険の対象が家財の場合で、食器類のみが割れた、テレビのみが倒れて壊れた場合などで上記「一部損」に至らない場合

地震保険（原則付帯）災害後の暮らしを
しっかりサポート

この特約をセットすることで、地震等による火災で建物が半
焼以上、または保険の対象の家財が全焼した場合は、地震保
険、「ゆとほーむ　」の地震火災費用とあわせて、地震火災
50プランでは、最大で「ゆとほーむ　」の保険金額の
100％、地震火災30プランでは、最大で「ゆとほーむ　」の
保険金額の80％まで補償します。ただし、地震により建物が
倒壊した後に、火災による損害が生じた場合は、地震火災特
約のお支払いの対象外となりますので、ご注意ください。



火災保険だけでは、地震・噴火または
これらにより発生した津波による損害は
補償されません。
地震保険にご加入されていないと、地震・噴火またはこれらによる津波（以下「地震
等」といいます。）を原因とする損壊・埋没・流失による損害だけでなく、地震等による
火災（延焼・拡大を含みます。）損害や、火災（発生原因を問いません。）が地震等に
よって延焼・拡大したことにより生じた損害についても補償の対象となりません。 

建物
住居のみに使用される建物および併用住宅をいいます。ただし、建物に損害がなく、
門、塀、垣のみに損害があった場合は、保険金のお支払いの対象とはなりません。

※２世帯以上が居住するアパート等の場合は、
世帯（戸室）数に５，０００万円を乗じた額を建物
の限度額とすることができます。また、マン
ション等の区分所有建物の場合は、各区分所
有者ごとに限度額が適用されます。

家財
居住用建物に収容されている家財
一式。ただし、以下の保険の対象に
含まれないものを除きます。

地震保険の保険の対象
保険の対象となるのは、以下の建物と家財です。

地震保険の保険金額の設定
保険金額の設定：建物・家財ごとに「ゆとほーむα」の保険金額の３０％～５０％の範囲内で設定します。
保険金額の限度額：保険の対象ごとに以下のとおりです。（地震保険に２契約以上加入されている場合は、保険金額を合算

して下記限度額を適用します。）

限度額の適用単位 限度額保険の対象

建 物
家 財

同一敷地内に所在し、かつ、同一被保険者の所有に属する建物

同一敷地内に所在し、かつ、同一被保険者の世帯に属する家財

保険の対象に含まれないもの

●通貨、有価証券、預貯金証書、印紙、切手その他これらに類するもの
●自動車（自動三輪車および自動二輪車を含み、総排気量が１２５ｃｃ以下の原動機付自転車を除きます。）
●１個（または１組）の価額が３０万円を超える貴金属、宝石や書画、彫刻物などの美術品（明記物件）
●稿本（本などの原稿）、設計書、図案、証書、帳簿その他これらに類するもの（明記物件）

家財であっても以下のものは補償の対象に含まれません。
（火災保険で保険の対象に含める場合であっても、地震保険では保険の対象に含まれません。）

5,000万円※

1,000万円

地震保険金のお支払いについて

地震保険の補償内容

保険金をお支払いできない主な場合

地震保険は、通常の火災保険とは異なり、実際の損害額を保険金としてお支払いするものではありません。損害の程度に
よって「全損」「半損」「一部損」の認定を行い、それぞれ地震保険金額の１００％・５０％・５％を定額でお支払いします。
損害の程度が「一部損」に至らない場合は、保険金は支払われません。なお、保険の対象が建物の場合、建物の主要構造部
（軸組・基礎・屋根・外壁等）の損害の程度を確認します。

※お支払いする保険金は、１回の地震等による損害保険会社全社の支払保険金総額が５兆５，０００億円を超える場合、算出された支払保険金総額に対する５兆５，０００億円
の割合によって削減されることがあります。（平成２３年４月現在）　※７２時間以内に生じた２以上の地震等はこれらを一括して１回とみなします。

地震に
よる火災

地震に
よる倒壊

地震を
原因と
する津波

お支払例

地震等を原因とする火災・損壊・埋没・流失によって、保険の
対象である建物または家財が損害を受けた場合に保険金を
お支払いします。

地震保険のお申し込み
地震保険だけではご契約できません。ゆとほーむαに付帯して地震保険をお申し込みください。また、地震保険は原則付帯
ですが、地震保険に加入されない場合は、保険契約申込書の「地震保険非付帯確認欄」または「地震保険ご確認欄」にご署
名またはご捺印ください。

地震保険の割引制度
地震保険は、建物の免震・耐震性能に応じた保険料の割引制度があります。割引の適用にあたっては、所定の確認資料の
ご提出が必要です。なお、下記の複数の割引が適用できる場合でも、いずれか１つの割引のみの適用となります。
詳しくは取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。

建物の損害認定に関する注意点
保険の対象が建物の場合、建物の主要構造部（軸組・基礎・屋根・外壁等）の損害の程度に応じて、「全損」
「半損」「一部損」を認定します。主要構造部に該当しない部分のみの損害は保険金のお支払対象となりません。
【例】 ●門、塀、垣のみに損害があった場合
　　 ●給湯器やソーラーパネルのみに損害があった場合

割引の適用条件 割引率割引の種類

免震建築物割引
耐震等級割引

住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく免震建築物である場合

住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）を有している場合

地方公共団体等による耐震診断または耐震改修の結果、改正建築基準法（昭和５６年６月１日施行）
における耐震基準を満たす場合耐震診断割引

30％

建築年割引 昭和５６年６月１日以降に新築された建物である場合 10％

10％

20％10％・ 30％・

50％以上

損害の状況 お支払いする
保険金建物

軸組・基礎・屋根・外壁等の損害額が

建物の時価額の

80％以上

家財の損害額が

家財全体の時価額の 100％
地震保険金額の

（時価額が限度）70％以上
焼失・流失した部分の床面積が

建物の延床面積の

家財

50％未満
軸組・基礎・屋根・外壁等の損害額が
建物の
時価額の

80％未満30％～

家財の損害額が

家財全体の時価額の 50％
地震保険金額の

（時価額の５0％が限度）70％未満
焼失・流失した部分の床面積が
建物の
延床面積の

20％未満
軸組・基礎・屋根・外壁等の損害額が
建物の
時価額の

または地盤面から
４５ｃｍを超える浸水

30％未満10％～

家財の損害額が

家財全体の時価額の 5％
地震保険金額の

（時価額の５％が限度）床上浸水

20％～

20％～

3％～
全損・半損に至らない建物が

全損

半損

一部損

※保険期間の途中から地震保険にご加入することもできます。詳しくは、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。

※地震保険の保険期間の開始日により適用できる割引が異なります。

（詳細は　　をご参照ください。）P10 4

損害の程度が「一部損」に至らない場合の注意点

ゆとほーむαに関する注意点
地震保険金が支払われる場合、ゆとほーむαでは、損害保険金だけでなく、各種費用保険金（残存物取片づけ費用など）も支払
われません。（地震火災費用保険金は、地震等による火災にかぎり、お支払いの対象となる場合があります。）

警戒宣言発令後の取扱いについて
大規模地震対策特別措置法に基づく警戒宣言が発令されたときは、その時から「地震保険に関する法律」に定める一定期間、東海
地震に係る地震防災対策強化地域内に所在する保険の対象（建物または家財）について、地震保険の新規契約および増額契約は
お引受けできません（同一物件・同一被保険者・保険金額が同額以下の更改契約は除きます。）のでご注意ください。

・地震等が発生した日の翌日から起算して１０日経過後に生じた損害
・保険の対象の紛失・盗難の場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など　

損害の程度が、上記損害認定の基準の「一部損」に至らない場合は、保険金は支払われません。
【例】 ●保険の対象が建物の場合で、瓦のみが割れた、内壁の一部にひびが入った場合などで上記「一部損」に至らない場合
　　 ●保険の対象が家財の場合で、食器類のみが割れた、テレビのみが倒れて壊れた場合などで上記「一部損」に至らない場合

地震保険（原則付帯）災害後の暮らしを
しっかりサポート

この特約をセットすることで、地震等による火災で建物が半
焼以上、または保険の対象の家財が全焼した場合は、地震保
険、「ゆとほーむ　」の地震火災費用とあわせて、地震火災
50プランでは、最大で「ゆとほーむ　」の保険金額の
100％、地震火災30プランでは、最大で「ゆとほーむ　」の
保険金額の80％まで補償します。ただし、地震により建物が
倒壊した後に、火災による損害が生じた場合は、地震火災特
約のお支払いの対象外となりますので、ご注意ください。



※国内外の事故にかかわらず補償します。

※国内外の事故にかかわらず補償します。

ご契約いただく主契約の条件等によっては、上記特約をセットできない
場合もございます。なお、複数のご契約に上記特約をセットした場合、補
償に重複が生じることがありますので、ご注意ください。
各特約をセットしていただく条件や、補償内容の詳細については、取扱
代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。

地震・噴火またはこれらによる津波を原因とする火災で建物が半焼
以上、または保険の対象である家財が全焼した場合は、地震保険、
「ゆとほーむα」の地震火災費用とあわせて、地震火災50プランで
は、最大で「ゆとほーむα」の保険金額の100％、地震火災30プラ
ンでは、最大で「ゆとほーむα」保険金額の80％まで補償します。

積立火災保険にセットできる主な特約（オプション）
P13



次の❶から❼までのいずれかに該当する事由によって
生じた損害または費用に対しては、保険金をお支払いできません。1

ご注意！

❶保険契約者、被保険者（※1）またはこれらの者の法定代理人の
故意もしくは重大な過失または法令違反
❷被保険者でない者が保険金の全部または一部を受け取るべき
場合においては、その者（※２）またはその者（※２）の法定代理人
の故意もしくは重大な過失または法令違反。ただし、他の者が
受け取るべき金額については除きます。
❸被保険者または被保険者側に属する者の労働争議に伴う暴力
行為または破壊行為
❹保険の対象である家財の置き忘れまたは紛失

❺保険の対象である家財が保険証券記載の建物（保険の対象で
ある家財を収容している付属建物を含みます。）外にある間に
生じた事故
❻運送業者または寄託の引受けをする業者に託されている間に
保険の対象について生じた事故
❼　「1.損害保険金」の①から⑥までの事故または　「2.費用保
険金」の①地震火災費用保険金の事故の際における保険の対
象の盗難

次の❶から❸までのいずれかに該当する事由によって生じた損害または費用（※3）に対しては、保険金をお支払いできません。
ただし、次の❷に該当する場合であっても地震火災費用保険金（　「2.費用保険金」の①）については、保険金をお支払いします。2

次の❶から18までのいずれかに該当する損害に対しては、
不測かつ突発的な事故（破損・汚損等）（　「1.損害保険金」の⑨）の損害保険金をお支払いできません。3

❶差押え、収用、没収、破壊等国または公共団体の公権力の行
使に起因する損害
❷被保険者と生計を共にする親族の故意に起因する損害。ただし、
被保険者に保険金を取得させる目的でなかった場合を除きます。
❸保険の対象に対する加工・修理等の作業（保険の対象が建物の
場合は建築・増改築等を含みます。）中における作業上の過失
または技術の拙劣に起因する損害
❹保険の対象の電気的事故または機械的事故に起因する損害。
ただし、これらの事故が不測かつ突発的な外来の事故の結果と
して発生した場合を除きます。
❺詐欺または横領によって保険の対象に生じた損害
❻土地の沈下・隆起・移動等に起因する損害
❼保険の対象のすり傷、かき傷もしくは塗料のはがれ等の外観上
の損傷または保険の対象の汚損（落書きを含みます。）であっ
て、保険の対象の機能に支障をきたさない損害
❽義歯、義肢、コンタクトレンズ、眼鏡その他これらに類する物に
生じた損害
❾楽器の弦（ピアノ線を含みます。）の切断または打楽器の打皮の
破損。ただし、楽器の他の部分と同時に損害を被った場合を除
きます。

10楽器の音色または音質の変化
11風、雨、雹もしくは砂塵の吹き込みまたはこれらのものの混入に
より生じた損害
12移動電話（PHSを含みます。）等の携帯式通信機器およびこれ
らの付属品について生じた損害
13携帯電子機器（ラップトップまたはノート型パソコン、電子辞書、
携帯ゲーム機等をいいます。）およびこれらの付属品について
生じた損害
14電球、ブラウン管等の管球類に生じた損害。ただし、他の部分と
同時に損害を受けた場合を除きます。
15動物または植物について生じた損害
16自転車もしくは総排気量が125cc以下の原動機付自転車また
はこれらの付属品について生じた損害
17保険の対象の自然の消耗もしくは劣化または性質によるさび、
かび、変質、変色、発酵、発熱、ひび割れ、肌落ちその他のこれら
に類似の事由またはねずみ食い、虫食い等に起因する損害
18保険の対象の欠陥に起因する損害。ただし、ご契約者、被保険者
またはこれらの者に代わって保険の対象を管理する者が相当
の注意をもってしても発見し得なかった欠陥によって生じた事
故を除きます。

以下の事項は、保険金をお支払いできない主な場合です。
必ずご確認ください。詳細については普通保険約款および特約をご確認ください。

（※1）保険契約者、被保険者
保険契約者または被保険者が法人である場合は、その理事、取締役ま
たは法人の業務を執行するその他の機関をいいます。

（※2）その者（被保険者でない保険金を受け取るべき者）
被保険者でない保険金を受け取るべき者が法人である場合は、その
理事、取締役または法人の業務を執行するその他の機関をいいます。

（※3）❶から❸までのいずれかに該当する事由によって生じた損害または費用
❶から❸までの事由によって発生した　「1.損害保険金」の①から
⑨、　「2.費用保険金」の①から④に掲げる事故が延焼または拡大

して生じた損害または費用をいいます。また、発生原因がいかなる場合
であっても　「1.損害保険金」の①から⑨、　「2.費用保険金」の①か
ら④に掲げる事故が❶から❸までの事由によって延焼または拡大して
生じた損害または費用を含みます。

（※4）核燃料物質
使用済燃料を含みます。

（※5）核燃料物質（※4）によって汚染された物
原子核分裂生成物を含みます。

ひょう じん
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P7 P8　　　地震保険をご参照ください。）
❸核燃料物質（※4）もしくは核燃料物質（※4）によって汚染された
物（※5）の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの
特性による事故

❶戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他
これらに類似の事変または暴動
❷地震もしくは噴火またはこれらによる津波
　（地震保険を付帯することで、地震もしくは噴火またはこれら
による津波を補償することができます。詳細につきましては、

、

次の❶から❻までのいずれかに該当する事由によって
生じた損害に対しては、地震保険金をお支払いできません。4

❶保険契約者、被保険者（※１）またはこれらの者の法定代理人の
故意もしくは重大な過失または法令違反
❷被保険者でない者が保険金の全部または一部を受け取るべ
き場合においては、その者（※２）またはその者（※２）の法定代理
人の故意もしくは重大な過失または法令違反。ただし、他の者
が受け取るべき金額については除きます。
❸保険の対象の紛失または盗難

❹戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その
他これらに類似の事変または暴動
❺核燃料物質（※４）もしくは核燃料物質（※４）によって汚染された
物（※５）の放射性、爆発性その他の有害な特性またはこれらの
特性による事故
❻地震が発生した日の翌日から起算して10日を経過した後に
生じた損害

〔地震保険〕
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保険契約者または被保険者が火災、落雷、破裂または爆発による損害の発
生および拡大の防止のために必要または有益な費用（※）を支出した場合
に、その損害防止費用の実費をお支払いします。ただし、地震もしくは噴火
またはこれらによる津波を直接または間接の原因とする火災による損害の
発生および拡大の防止のために支出した費用はお支払いしません。

地震もしくは噴火またはこれらによる津波を直接または間接の原因とする
火災によって保険の対象が損害を受け、その損害の状況が以下の（ア）また
は（イ）のいずれかに該当する場合。（地震により建物が倒壊した後に火災
による損害が生じた場合を除きます。）この場合において、損害の状況の認
定は、保険の対象が建物であるときはその建物ごとに、保険の対象が家財
であるときはこれを収容する建物ごとに、それぞれ行い、また、門、塀または
垣が保険の対象に含まれるときは、これらが付属する建物の損害の状況の
認定によるものとします。



　 「１.損害保険金」の①、②、④、⑤、⑥、盗難および借用戸室の専用水道管
の凍結による損壊（※１）の事故（※２）により、借用戸室に損害が生じ、被保険者
がその貸主との契約に基づき、自己の費用で現実にこれを修理した場合
（ただし、借家人賠償保険金をお支払いする場合、壁、柱、床、はり、屋根、階
段等の建物の主要構造部および居住者共用部の修理費用を除きます。）
（※１）パッキングのみに生じた損壊を除きます。
（※２）借用戸室の専用水道管の凍結による損壊の事故　平成23年１月１日

以降保険始期契約から補償の対象となります。平成22年12月31日
以前保険始期契約では、補償されませんので、ご注意ください。

日本国内外において、保険証券記載の建物（敷地内を含みます。）外で、
被保険者が携行している被保険者所有の身の回り品について、偶然な事故
により損害が生じた場合

実費
（１回の事故につき、保険証券記載の保
険金額を限度にお支払いします。ただ
し、借用戸室の専用水道管の凍結による
損壊の事故の場合は、10万円を限度と
します。）

【別表】盗難の場合の補償限度額
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1．保険料が払込猶予期間の満了日（※）までに払い込まれない場合であらかじめ反
対の申し出がないときは、払い込み済みの保険料の一定の範囲内で未払込保
険料相当分を自動的にご契約者に貸し付け、保険料の払い込みに充当します。
（保険料の振替貸付といいます。）貸付金に対して利息が別途加算されます。
2．満期時もしくは解約時等に貸付金の残高がある場合、満期返れい金等と相殺
します。

3．貸付金が一定額の範囲を超える場合は、ご契約の効力を失います。
（※）払込期日の属する月の翌月末日をいいます。
（注）「保険料の振替貸付の不適用に関する特約」をセットする場合は、本項目の

内容にかかわらず、保険料の自動振替は行われません。

前記以外の変更をご希望の場合は、事前に取扱代理店または損保ジャパンま
でご連絡ください。

保険料をお払い込みいただきますと、団体扱特約等特定の特約をセットした場合を
除き、損保ジャパン所定の保険料領収証が発行されますので、お確かめください。
なお、口座振替の場合は、保険料領収証が発行されませんのでご了承ください。

（注）集団扱契約の場合は、原則として別途集団扱要件ご確認のお願いをしています。
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平日夜間、土日祝日の場合は、下記の事故サポートデスクへご連絡ください。

事故サポートデスク

【受付時間】 平日：午前9時15分～午後5時
【インターネットホームページアドレス】

保険会社との間で問題を解決できない場合（指定紛争解決機関）
【窓口：（社）日本損害保険協会　そんぽADRセンター】

http://www.sonpo.or.jp/0570-022808
損保ジャパンは、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決
機関である（社）日本損害保険協会と手続実施基本契約を締結しています。
損保ジャパンとの間で問題を解決できない場合は、（社）日本損害保険協会に
解決の申し立てを行うことができます。


